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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第46期

第２四半期連結
累計期間

第47期
第２四半期連結
累計期間

第46期

会計期間
自平成25年４月１日
至平成25年９月30日

自平成26年４月１日
至平成26年９月30日

自平成25年４月１日
至平成26年３月31日

売上高 （百万円） 12,795 13,052 29,201

経常利益又は経常損失（△） （百万円） △229 △2 747

四半期純損失（△）又は当期純

利益
（百万円） △125 △71 310

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） △122 △20 387

純資産額 （百万円） 5,652 5,726 5,698

総資産額 （百万円） 12,655 13,426 14,156

１株当たり四半期純損失金額

（△）又は１株当たり当期純利

益金額

（円） △19.78 △11.31 48.86

潜在株式調整後１株当たり四半

期（当期）純利益金額
（円） － － －

自己資本比率 （％） 40.3 37.9 36.0

営業活動によるキャッシュ・フ

ロー
（百万円） 124 934 978

投資活動によるキャッシュ・フ

ロー
（百万円） △142 △1,039 △663

財務活動によるキャッシュ・フ

ロー
（百万円） △117 △94 △139

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高
（百万円） 589 701 900

 

回次
第46期

第２四半期連結
会計期間

第47期
第２四半期連結
会計期間

会計期間
自平成25年７月１日
至平成25年９月30日

自平成26年７月１日
至平成26年９月30日

１株当たり四半期純利益金額又

は１株当たり四半期純損失金額

（△）

（円） △0.53 1.02

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には消費税等（消費税及び地方消費税をいう、以下同じ）は含まれておりません。

３．第46期第２四半期連結累計期間及び第47期第２四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利

益金額については、１株当たり四半期純損失金額であり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。

４．第46期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。
 

２【事業の内容】

　当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び連結子会社３社、以下同じ）が営む事業の内容につ

いて、重要な変更はありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

　当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1）業績の状況

　当第２四半期におけるわが国の経済は、政府による経済政策や日本銀行による金融緩和策を背景に企業収益が

改善し、景気は緩やかな回復基調で推移しております。一方で、先行きについては消費税率引上げに伴う個人消

費への影響や円安による原材料価格の上昇、海外経済の下振れなどの懸念材料があり、依然として不透明な状況

にあります。

　このような事業環境のなか、当情報サービス産業界においては、顧客のＩＴ投資が上向きつつあり、需要は微

増で推移しました。

　当社グループは、お客様に最適なサービスを提供するために事業体質の変革を進めており、当第２四半期にお

いては子会社（菱友システムサービス）への労務提供型事業の集約を実施し、一層の効率化・拡大を図ってまい

りました。当第２四半期連結累計期間においては、主要顧客等からのシステム開発の受注が増え、売上高は前年

同期より増加し130億52百万円となり、損益も売上増に加えてシステム開発における開発費用の減少に伴い好転

し、営業損失５百万円、経常損失２百万円、純損失71百万円となりました。

（前年同期は、売上高127億95百万円、営業損失２億33百万円、経常損失２億29百万円、純損失１億25百万円。）

　以下、セグメント別の概況は次のとおりであります。

〔東日本〕

　当セグメントは主要顧客等からのシステム機器の受注が減少し、売上高は58億26百万円（前年同期比2.2％

減）となりました。一方で損益はシステム開発における開発費用が減少したこと等により営業損失１億50百万

円（前年同期営業損失２億93百万円）となりました。

〔中日本〕

　当セグメントは主要顧客等からのシステム機器やシステム開発の受注が増加し、売上高は41億95百万円（前

年同期比14.3％増）となり、加えて開発部門が高稼働となったこと等により営業利益１億68百万円（前年同期

営業利益１億５百万円）となりました。

〔西日本〕

　当セグメントは主要顧客等からのシステム開発の受注が増加したものの、一般顧客等からのシステム機器の受

注が減少し、売上高は30億84百万円（前年同期比4.2％減）となりました。損益は開発部門の操業度が高くなっ

たこと等により営業損失23百万円（前年同期営業損失45百万円）となりました。

 

　(2）キャッシュ・フローの状況

　当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末に比

べ１億99百万円減少して、７億１百万円となりました。

　当第２四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況とその要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　当第２四半期連結累計期間において営業活動によるキャッシュ・フローは、売上債権の回収が進んだこと等に

より９億34百万円の資金の増加となりました。（前第２四半期連結累計期間は１億24百万円の資金の増加）

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　当第２四半期連結累計期間において投資活動によるキャッシュ・フローは、預け金が増加したこと等により10

億39百万円の資金の減少となりました。（前第２四半期連結累計期間は１億42百万円の資金の減少）

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　当第２四半期連結累計期間において財務活動によるキャッシュ・フローは、配当金を支払ったこと等により94

百万円の資金の減少となりました。（前第２四半期連結累計期間は１億17百万円の資金の減少）

　(3）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第２四半期連結累計期間において、対処すべき課題について重要な変更はありません。

　(4）研究開発活動

　当第２四半期連結累計期間における研究開発活動の金額は、12百万円であります。

 なお、当第２四半期連結累計期間において、研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 23,840,000

計 23,840,000

 

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成26年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成26年11月13日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 6,355,000 6,355,000

東京証券取引所

ＪＡＳＤＡＱ

（スタンダード）

単元株式数

1,000株

計 6,355,000 6,355,000 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額
（百万円）

資本準備金残
高（百万円）

平成26年７月１日

～

平成26年９月30日

－ 6,355,000 － 685 － 250
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（６）【大株主の状況】

  平成26年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

　三菱重工業株式会社 　東京都港区港南二丁目16番５号 1,990 31.31

　菱友社員持株会 　東京都港区高輪二丁目19番13号 1,782 28.05

　三菱電機株式会社 　東京都千代田区丸の内二丁目７番３号 283 4.45

　三菱自動車工業株式会社 　東京都港区芝五丁目33番８号 250 3.94

　加藤　眞人 　神奈川県横浜市 190 2.98

　株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行  東京都千代田区丸の内二丁目７番１号 155 2.43

　日本マスタートラスト信託銀行

　株式会社信託口
　東京都港区浜松町二丁目11番３号 121 1.90

　東京海上日動火災保険株式会社 　東京都千代田区丸の内一丁目２番１号 75 1.18

　石塚　文代 　栃木県日光市 69 1.08

　明治安田生命保険相互会社 　東京都中央区晴海一丁目８番12号 56 0.88

　株式会社リョーイン 　東京都港区芝五丁目34番６号 56 0.88

計 － 5,029 79.14

 

（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成26年９月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 　普通株式     7,000 － －

完全議決権株式（その他） 　普通株式 6,337,000 6,337 －

単元未満株式 　普通株式    11,000 － －

発行済株式総数 6,355,000 － －

総株主の議決権 － 6,337 －

 

②【自己株式等】

平成26年９月30日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

株式会社菱友システムズ
東京都港区高輪二丁目19

番13号
7,000 － 7,000 0.11

計 － 7,000 － 7,000 0.11

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。

 

EDINET提出書類

株式会社菱友システムズ(E04995)

四半期報告書

 5/16



第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（平成26年７月１日から平

成26年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成26年４月１日から平成26年９月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(平成26年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成26年９月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 900 701

受取手形及び売掛金 6,139 4,259

商品 171 165

仕掛品 150 637

預け金 2,558 3,653

その他 760 793

貸倒引当金 △8 △3

流動資産合計 10,673 10,208

固定資産   

有形固定資産 1,399 1,232

無形固定資産 142 120

投資その他の資産   

繰延税金資産 1,469 1,382

その他 473 485

貸倒引当金 △3 △3

投資その他の資産合計 1,940 1,864

固定資産合計 3,482 3,217

資産合計 14,156 13,426

負債の部   

流動負債   

買掛金 1,495 914

未払法人税等 280 49

工事損失引当金 18 16

未払費用 2,043 1,998

その他 374 571

流動負債合計 4,212 3,549

固定負債   

役員退職慰労引当金 85 34

退職給付に係る負債 4,091 4,005

その他 68 109

固定負債合計 4,245 4,149

負債合計 8,458 7,699

純資産の部   

株主資本   

資本金 685 685

資本剰余金 250 250

利益剰余金 5,009 4,973

自己株式 △4 △4

株主資本合計 5,940 5,904

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 19 26

土地再評価差額金 △426 △427

退職給付に係る調整累計額 △437 △417

その他の包括利益累計額合計 △844 △818

少数株主持分 602 640

純資産合計 5,698 5,726

負債純資産合計 14,156 13,426
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成25年４月１日
　至　平成25年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年９月30日)

売上高 12,795 13,052

売上原価 11,311 11,400

売上総利益 1,484 1,652

販売費及び一般管理費   

従業員給料及び手当 865 857

その他 852 799

販売費及び一般管理費合計 1,717 1,657

営業損失（△） △233 △5

営業外収益   

受取利息 2 3

受取配当金 0 0

助成金収入 1 －

その他 0 0

営業外収益合計 4 4

営業外費用   

支払利息 0 0

固定資産除却損 0 0

その他 0 －

営業外費用合計 0 1

経常損失（△） △229 △2

特別損失   

事業構造改善費用 ※ 13 ※ 53

特別損失合計 13 53

税金等調整前四半期純損失（△） △243 △56

法人税等 △116 △9

少数株主損益調整前四半期純損失（△） △126 △47

少数株主利益又は少数株主損失（△） △0 24

四半期純損失（△） △125 △71
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成25年４月１日
　至　平成25年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年９月30日)

少数株主損益調整前四半期純損失（△） △126 △47

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 4 6

退職給付に係る調整額 － 21

その他の包括利益合計 4 27

四半期包括利益 △122 △20

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 △121 △45

少数株主に係る四半期包括利益 △0 25

 

EDINET提出書類

株式会社菱友システムズ(E04995)

四半期報告書

 9/16



（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：百万円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成25年４月１日
　至　平成25年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純損失（△） △243 △56

減価償却費 106 92

貸倒引当金の増減額（△は減少） △3 △4

工事損失引当金の増減額（△は減少） 45 △1

退職給付引当金の増減額（△は減少） 65 －

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） － 141

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △15 △51

固定資産除却損 0 0

受取利息及び受取配当金 △2 △3

支払利息 0 0

事業構造改善費用 13 47

売上債権の増減額（△は増加） 2,228 1,873

たな卸資産の増減額（△は増加） △763 △481

その他の流動資産の増減額（△は増加） 4 7

仕入債務の増減額（△は減少） △396 △581

未払費用の増減額（△は減少） △386 △45

その他の流動負債の増減額（△は減少） △296 191

その他の固定負債の増減額（△は減少） － 55

小計 355 1,184

利息及び配当金の受取額 2 2

利息の支払額 △0 △0

法人税等の支払額 △233 △252

営業活動によるキャッシュ・フロー 124 934

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △24 △25

有形固定資産の売却による収入 － 87

無形固定資産の取得による支出 △5 △9

預け金の増減額（△は増加） △111 △1,095

その他 △1 2

投資活動によるキャッシュ・フロー △142 △1,039

財務活動によるキャッシュ・フロー   

リース債務の返済による支出 △27 △16

自己株式の取得による支出 △0 －

配当金の支払額 △79 △63

少数株主への配当金の支払額 △11 △14

財務活動によるキャッシュ・フロー △117 △94

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △135 △199

現金及び現金同等物の期首残高 725 900

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 589 ※ 701
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【注記事項】

（会計方針の変更）

（退職給付に関する会計基準等の適用）

　「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号　平成24年５月17日。以下「退職給付会計基準」とい

う。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号　平成24年５月17日。以

下「退職給付適用指針」という。）を、退職給付会計基準第35項本文及び退職給付適用指針第67項本文に掲げ

られた定めについて第１四半期連結会計期間より適用し、退職給付債務及び勤務費用の計算方法を見直し、退

職給付見込額の期間帰属方法を期間定額基準から給付算定式基準へ変更するとともに、割引率の決定方法につ

いても、従業員の平均残存勤務期間に基づく割引率から単一の加重平均割引率へ変更しております。

　退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従って、当第２

四半期連結累計期間の期首において、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更に伴う影響額を利益剰余金

に加減しております。

　この結果、当第２四半期連結累計期間の期首の退職給付に係る負債が１億97百万円減少し、利益剰余金が98

百万円増加しております。また、当第２四半期連結累計期間の営業損失、経常損失及び税金等調整前四半期純

損失は46百万円増加しております。

 

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

（税金費用の計算）

　税金費用については、当第２四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計

適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純損失に当該見積実効税率を乗じて計算しております。な

お、法人税等調整額は、法人税等に含めて表示しております。
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（四半期連結損益計算書関係）

※　事業構造改善費用

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自　平成25年４月１日　至　平成25年９月30日）

　事業構造改善費用は、事業構造改革の一環で経営の効率化を図ることを目的として、神奈川支社等の４

事業所を移転・統合することに伴い発生する移転費用等及び建物附属設備等の減損損失であります。

内訳： 移転費用等 7 百万円

 減損損失（注） 5  

 合計 13  

（注）減損損失

前第２四半期連結累計期間において、当社グループは以下の資産グループについて減損損失を計上し

ております。

場所 用途 種類 減損損失

神奈川県

横浜市等
遊休資産

建物附属設備 4百万円

その他

（工具、器具及び備品等）
0百万円

　当社グループは、主として本社又は支社をグルーピングの基礎とし、遊休資産については前記グ

ループから区別してグルーピングを行っております。

当該資産グループは、神奈川支社等事務所の移転・統合の実施に伴い将来の使用が見込まれていない

遊休資産となったことから、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を事業構造改善費用に

含めて特別損失に計上しております。

なお、当該資産グループの回収可能価額は、使用価値により測定しておりますが、将来キャッ

シュ・フローが見込まれないことから、帳簿価額の全額を減損損失として計上しております。

 

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自　平成26年４月１日　至　平成26年９月30日）

　事業構造改善費用は、事業構造改革の一環で経営の効率化を図ることを目的として、北陸事業所に係る

建物及び構築物等について、売却の意思決定を行ったことに伴い発生した減損損失等であります。

内訳： 減損損失（注） 47 百万円

 その他 6  

 合計 53  

（注）減損損失

当第２四半期連結累計期間において、当社グループは以下の資産グループについて減損損失を計上し

ております。

場所 用途 種類 減損損失

富山県

富山市
遊休資産

建物及び構築物 43百万円

土地 2百万円

その他

（工具、器具及び備品等）
0百万円

　当社グループは、主として本社又は支社をグルーピングの基礎とし、遊休資産については前記グ

ループから区別してグルーピングを行っております。

当該資産グループは、第１四半期連結会計期間に売却の意思決定を行ったため、帳簿価額を回収可能

価額まで減額し、当該減少額を事業構造改善費用に含めて特別損失に計上しております。

なお、当該資産グループの回収可能価額は、正味売却価額により測定しております。

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前第２四半期連結累計期間
（自 平成25年４月１日
至 平成25年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自 平成26年４月１日
至 平成26年９月30日）

現金及び預金勘定 589百万円 701百万円

現金及び現金同等物 589 701
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自　平成25年４月１日　至　平成25年９月30日）

配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年４月26日

取締役会
普通株式 79 12.50 平成25年３月31日 平成25年６月26日 利益剰余金

 

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自　平成26年４月１日　至　平成26年９月30日）

配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年４月25日

取締役会
普通株式 63 10.00 平成26年３月31日 平成26年６月26日 利益剰余金

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自平成25年４月１日　至平成25年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     （単位：百万円）

 東日本 中日本 西日本 計
調整額
（注）１

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）２

売上高       

(1)外部顧客に対する売上高 5,909 3,669 3,216 12,795 － 12,795

(2)セグメント間の内部売上

高又は振替高
49 － 2 52 △52 －

計 5,959 3,669 3,219 12,848 △52 12,795

セグメント利益又は損失（△） △293 105 △45 △233 － △233

（注）１．セグメント間取引消去によるものです。

２．セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業損失と一致しております。

 

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自平成26年４月１日　至平成26年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     （単位：百万円）

 東日本 中日本 西日本 計
調整額
（注）１

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）２

売上高       

(1)外部顧客に対する売上高 5,784 4,195 3,072 13,052 － 13,052

(2)セグメント間の内部売上

高又は振替高
41 － 12 53 △53 －

計 5,826 4,195 3,084 13,106 △53 13,052

セグメント利益又は損失（△） △150 168 △23 △5 － △5

（注）１．セグメント間取引消去によるものです。

２．セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業損失と一致しております。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自　平成25年４月１日
至　平成25年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成26年４月１日
至　平成26年９月30日）

１株当たり四半期純損失金額（△） △19円78銭 △11円31銭

（算定上の基礎）   

四半期純損失金額（△）（百万円） △125 △71

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る四半期純損失金額（△）

（百万円）
△125 △71

普通株式の期中平均株式数（株） 6,348,581 6,347,817

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり四半期純損失金額であり、また、潜在

株式が存在しないため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

（セカンドキャリア支援措置の実施）

当社は、平成26年10月31日開催の取締役会において、以下のセカンドキャリア支援措置を実施することを決議

致しました。

 

　（1）実施の理由

当社は、事業環境の変化に対応し、労務提供型ビジネス中心から高付加価値業務領域への転換を目指した

事業構造改革を推進中であるが、中高年の社員の中には長年にわたり従事してきた業務からの転換や新たな

技術習得に困難を伴うケースも出て来ている。

これらの社員のうち、自己の適性と能力を活かし、各自のライフプランに基づき転身を図ろうとする社員

を対象に、会社としてセカンドキャリア支援措置（早期退職優遇措置）を実施することとする。

 

　（2）制度の概要

①対象者　　　平成27年３月31日時点で満45歳以上の正社員

②募集人員　　特に定めない

③募集期間　　平成27年１月５日～平成27年１月16日

④退職日　　　平成27年３月31日

⑤優遇措置　　会社都合による退職金に加え、特別加算金を支給する。また、希望者に対して会社負担によ

る再就職支援を行う。

 

　（3）業績に与える影響

セカンドキャリア支援措置に伴い発生する特別加算金及び再就職支援に係る費用は、平成27年３月期にお

いて特別損失の「事業構造改善費用」として計上する予定でありますが、現時点では応募者数が未確定のた

め、業績に与える影響は未定であります。

 

 

２【その他】

　　　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成26年11月13日

株式会社菱友システムズ

取締役社長　　八坂　直樹　殿

 

新日本有限責任監査法人

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 賀谷　浩志　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 奥田　穣司　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社菱友シ

ステムズの平成26年４月１日から平成27年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成26年７月１日か

ら平成26年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成26年４月１日から平成26年９月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッ

シュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社菱友システムズ及び連結子会社の平成26年９月30日現在の財

政状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示して

いないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 
強調事項
重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成26年10月31日開催の取締役会において、セカンドキャリア支援

措置を実施することを決議した。

　当該事項は、当監査法人の結論に影響を及ぼすものではない。

 
利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

　２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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